
2026.7.14 時点 

がんばろう赤磐中小企業省エネ設備更新支援補助金 

Ｑ＆Ａ 

 １．制度全般について 

Ｑ1 本補助金は、国・県・市などの他の補助金と併用できますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 補助対象となる設備・機器に係る経費が、国・県・市等の他の補助金と重複する場合は、本補

助金の交付を受けることができません。交付決定後に重複が判明した場合は、補助金が交付されな

いことがありますのでご注意ください。 

Ｑ2 設備・機器の本体価格が、法人２２．５万円（個人事業主１５万円）未満（税抜）でも申請でき

ますか。（要綱第４条関係） 

Ａ 申請できません。設備・機器１台（ＬＥＤ照明設備の場合は一式）ごとの本体価格（ただし、

ＬＥＤ照明設備の場合は設置工事費を含む。）が、法人は税抜２２．５万円以上、個人事業主は税

抜１５万円以上である必要があります。なお、審査の結果、補助対象外経費が判明し補助対象経費

が上記金額を下回った場合は、補助対象外となりますのでご注意ください。 

Ｑ3 １回の申請の中で、複数の設備・機器をまとめて申請することはできますか。（要綱第４条、第１

０条関係） 

Ａ 各設備・機器１台（ＬＥＤ照明設備の場合は一式）ごとの本体価格が上記の下限額を満たして

いれば、１回の申請で複数台をまとめて申請できます。ただし、エントリー申請は同一の事業者に

ついて１回限りです。 

Ｑ4 市内に複数の事業所があります。補助金の上限額は事業所ごとですか、総額ですか。（要綱第８条

関係） 

Ａ 補助金の上限額は、１事業者あたり法人２００万円、個人事業主５０万円です。事業所数によ

って上限額は変わりません。 

Ｑ5 「補助金額の下限」とはどういう意味ですか。（要綱第８条関係） 

Ａ 補助金の額は補助対象経費に３分の２を乗じた額で、法人は下限１５万円、個人事業主は下限

１０万円です。算定した補助金額がこの下限を下回る場合は、交付の対象となりません。（３分の

２で逆算すると、法人は税抜２２．５万円以上、個人事業主は税抜１５万円以上の補助対象経費が

必要となります。） 

Ｑ6 予算に上限はありますか。応募が多い場合はどうなりますか。（要綱第８条、第９条関係） 

Ａ 補助金は予算の範囲内で交付します。エントリー申請の受付期間終了後、申請の総額が予算額

を超えた場合は、抽選を実施します。 

 ２．申請方法について 

Ｑ1 申請は電子申請のみですか。紙での申請は受け付けていますか。（要綱第９条関係） 

Ａ 申請は、補助金申請システム「Ｊグランツ」（https://www.jgrants-portal.go.jp/）からの電

子申請のみです。紙での申請は受け付けていません。 



Ｑ2 申請に「ＧビズＩＤ」は必要ですか。（要綱第９条関係） 

Ａ Ｊグランツの利用には「ＧビズＩＤプライムアカウント」が必要です。「ＧビズＩＤエントリ

ーアカウント」では申請できません。ＧビズＩＤプライムアカウントの取得には２～３週間程度か

かる場合がありますので、お早めにお手続きください。（取得はこちら→ https://gbiz-

id.go.jp/top/） 

Ｑ3 申請書を提出すれば補助金を受けられますか。申請から交付までの流れを教えてください。（要

綱第９条、第１１条関係） 

Ａ ①エントリー申請 → ②抽選（申請総額が予算額を超えた場合） → ③交付申請（当選者等の

み） → ④審査・交付決定、という手順を踏んでいただく必要があります。エントリー申請や抽選

結果により補助金の交付が決定されるわけではありません。 

Ｑ4 エントリー申請・交付申請の受付期間はいつですか。（要綱第９条関係） 

Ａ エントリー申請は令和８年８月１７日（月）から９月７日（月）まで、交付申請は令和８年９

月１７日（木）から１０月１６日（金）まで（交付申請を行うことができる旨の通知を受けた方の

み）です。いずれもＪグランツにより行ってください。 

Ｑ5 エントリー申請時にはどのような書類が必要ですか。（要綱第９条第２項・第２０条関係） 

Ａ 要綱第９条第２項に定める書類として、①設備・機器の購入・設置経費の金額を証する書類

（見積書の写し）、②直近の確定申告書・決算書の写し、③確定申告を行ったことが確認できる書

類（ｅ－Ｔａｘの場合は受信通知、書面の場合は納税証明書（その２所得金額用）等）が必要で

す。これに加え、要綱第２０条の規定に基づき、④補助対象経費計算シート（設備・機器の内容、

金額等を入力したもの）の提出も必須としています。計算シート又は見積書の添付がない場合は受

付できませんのでご注意ください。 

Ｑ6 相見積書は、どのような場合に、いつ提出する必要がありますか。（要綱第９条第４項関係） 

Ａ 設備・機器の購入・設置経費が１台（ＬＥＤ照明設備の場合は一式）ごとに税込１００万円を

超える場合に、同一条件による相見積書（又は業者選定理由書）が必要です。提出は交付申請時で

す。税込１００万円以下の場合、相見積書は不要です。 

Ｑ7 見積書を取得する際の注意点はありますか。（要綱第４条、第９条関係） 

Ａ ①宛名（申請者名）、②業者名、③見積業者の押印、④導入する設備・機器の型番、が明記さ

れ、補助対象経費と補助対象外経費が明確に区別できるものとしてください。また、本体価格の下

限（法人税抜２２．５万円以上、個人事業主税抜１５万円以上）を満たし、補助対象期間内に納入

できることが確認できる（納入（予定）期日の記載がある）ものとしてください。 

Ｑ8 見積書に値引き（下取りを含む）がある場合、どのように扱われますか。 

Ａ 補助対象経費から値引き（下取りを含む）額を差し引いた金額に対して補助額を決定します。

経費全体からの値引きがある場合は、金額の割合に応じて補助対象経費から控除してください。値

引きを考慮せず自己負担を軽減・ゼロとすることは、不正受給となりますのでご注意ください。 

Ｑ9 「確定申告を行ったことが確認できる書類」とは何を提出すればよいですか。（要綱第９条第２項

関係） 

Ａ ｅ－Ｔａｘで申告した場合は受信通知を、書面で申告した場合は納税証明書（その２所得金額

用）（事業所得金額の記載があるもの）等を提出してください。 



Ｑ10 市税の完納証明書はいつ提出するのですか。（要綱第３条、第９条第４項関係） 

Ａ 交付申請時に市税の完納証明書を提出していただきます。なお、市税に滞納がある者は補助事

業者となれません。 

Ｑ11 抽選結果はいつ、どのように通知されますか。（要綱第９条第３項関係） 

Ａ エントリー申請の受付期間終了後、速やかに抽選を実施し、令和８年９月中旬頃に、当落にか

かわらずＪグランツにより通知します。交付申請を行うことができる旨の通知を受けた方は、受付

期間内に速やかに交付申請を行ってください。 

Ｑ12 抽選に当選しました。すぐに設備・機器を発注・契約・購入してもよいですか。（要綱第５条、

第７条、第１１条関係） 

Ａ 原則として、交付決定前に発注・契約・購入等をした場合は、補助金の交付を受けられませ

ん。必ず交付決定後に発注・契約・購入等を行ってください。ただし、次のＱ（事前着手届）に該

当する場合を除きます。 

Ｑ13 「事前着手届」を提出すれば、交付決定前でも設備・機器を発注できますか。（要綱第７条関係） 

Ａ 事前着手届（様式第１号）を市長に提出した場合、エントリー申請の受付開始日（令和８年８

月１７日）以後であれば、交付決定前でも補助事業に着手（発注・契約・購入等）できます。この

場合、着手日以後に生じた経費を補助対象経費とすることができます。ただし、この取扱いはその

後の交付決定や補助対象経費としての認定を保証するものではなく、審査の結果、補助対象経費と

ならないことがありますので、あらかじめご了承ください。 

Ｑ14 交付申請時に提出する更新（入替）前の設備・機器の写真に注意点はありますか。（要綱第９条

第４項関係） 

Ａ 型番、設置場所、使用状況が分かる設備全体の写真を撮影してください。実績報告時の更新後

の写真も同様です。更新前後は可能な限り同じ方向・角度で撮影してください。エアコンの場合は

室外機・室内機の両方、ＬＥＤ照明設備の場合は更新前後の台数が分かる写真を提出してくださ

い。 

Ｑ15 交付申請時に提出する「配置図」とはどのようなものですか。（要綱第９条第４項関係） 

Ａ 補助対象設備・機器を事業所内のどこに設置するか（設置場所）が分かる図面です。様式は任

意で、手書きでも構いません。事業所の見取図（平面図）に、更新する設備・機器の設置位置を書

き込んでいただければ結構です。既存の配置図や建物図面があれば、それに書き込んでいただいて

も構いません。ＣＡＤ等による正式な図面や、正確な縮尺・寸法の記載までは必要ありません。複

数の設備・機器をまとめて申請する場合は、それぞれの設置位置が分かるよう、図面上に番号や名

称を記入してください。 

Ｑ16 設備・機器比較証明書は必ず提出が必要ですか。（要綱第４条、第９条第４項関係） 

Ａ 省エネルギー効果が５％以上あることを確認するため、交付申請時に設備・機器メーカー又は

納入業者による設備・機器比較証明書の提出が必要です。提出できない場合は補助金の交付を受け

られませんのでご注意ください。 

Ｑ17 用途の異なる複数の設備・機器を申請する場合、比較証明書はそれぞれ必要ですか。（要綱第４

条関係） 

Ａ 省エネルギー効果（５％以上）は、比較証明書ごと（更新する設備・機器のまとまりごと）に



確認します。用途（種類）の異なる設備・機器については、それぞれ比較証明書を提出し、証明書

ごとに５％以上を確認する必要があります。一方、同一種類の設備・機器を複数台まとめて更新す

る場合は、１枚の比較証明書にまとめ、更新前後のエネルギー使用量の合計で比較して５％以上を

判定します（証明書の記載例を参照してください）。なお、設備・機器１台（ＬＥＤ照明設備の場

合は一式）ごとの本体価格の下限（法人税抜２２．５万円、個人事業主税抜１５万円）は、これと

は別に、設備・機器ごとに満たす必要があります。 

Ｑ18 申請内容に不備や不足書類があった場合はどうなりますか。（要綱第９条関係） 

Ａ エントリー申請時に見積書等の必要書類が未添付であったり、明らかな不備があった場合は、

受付できず抽選の対象から外れることがあります。セルフチェックリスト等で十分に確認のうえ申

請してください。審査等の過程で商工観光課から連絡した場合は、指示に従って手続きをしてくだ

さい。 

Ｑ19 補助対象経費計算シートとは何ですか。どのように使用すればよいですか。 

Ａ 本補助金は、要綱第９条に定める提出書類に加え、要綱第２０条の規定に基づき、各申請段階

において補助対象経費計算シートの提出を必須としています。計算シートは、補助対象設備・機器

の内容（種類・設置場所・省エネ効果・本体価格・数量・設置工事費・運搬費）を入力し、しきい

値判定、補助対象経費及び補助金額を自動計算するための様式です。エントリー申請、交付申請、

（内容に変更がある場合のみ）補助事業計画変更承認申請、実績報告の各段階で提出していただき

ます。同じ様式を使い回し、前段階から内容に変更がなければそのまま再添付し、変更がある場合

は該当箇所を修正のうえ、シート内の「本書の提出段階」欄を該当する段階に変更して再添付して

ください。各段階で入力する金額の目安は、エントリー申請＝見積金額、交付申請＝確定した見

積・仕様の金額、補助事業計画変更承認申請＝変更後の確定金額、実績報告＝実際に支払った金額

です。「省エネ効果（％）」欄は、エントリー申請時は設備・機器比較証明書の添付が不要なため

自己算定による見込み値（５％以上）を入力し、交付申請時以降は設備・機器比較証明書の数値と

一致させてください。なお、Ｊグランツの入力フォームには、設備・機器ごとの内訳を直接入力し

ていただく必要はありません。本計算シートで自動計算された「補助対象経費合計（税抜）」及び

「補助金額」の２つの数値のみを、フォームの該当欄に転記してください。提出前に、フォームへ

の入力額と本計算シートに記載された額が一致しているかをあわせてご確認ください。なお、本様

式で自動算出される補助金額は算定の目安であり、審査の結果、正式な交付決定額と異なる場合が

ありますのであらかじめご了承ください。 

 ３．補助事業者・補助事業について 

Ｑ1 医療法人、社会福祉法人、学校法人は申請できますか。（要綱第２条別表１、第３条関係） 

Ａ 対象外としていますので、申請できません。別表１の「支給対象にならない者」には、このほ

か一般社団法人、公益社団法人、一般財団法人、公益財団法人、認定特定非営利活動法人、（病

院・助産所等を個人名義で開設している）医師・歯科医師・助産師等が含まれます。 

Ｑ2 「赤磐市内に事業所を有する」とはどのような状態をいいますか。（要綱第３条関係） 

Ａ 従業者と設備を有し、物の生産・販売やサービスの提供が継続的に行われている工場・店舗・

事務所等が赤磐市内に存在していることをいいます。交付申請時に、法人は収受印のある法人市民

税確定申告書（第二十号様式）の写し（ｅＬＴＡＸの場合は申告受付完了通知を併せて提出）、個



人事業主は固定資産税課税明細書写し、賃貸借契約書写し、営業許可証、本人名義の公共料金領収

書等により確認します。 

Ｑ3 市外に本社があり、市内に事業所がある事業者は対象になりますか。（要綱第３条、第４条関係） 

Ａ 市内に事業所を有していれば補助対象事業者となります。ただし、補助の対象となるのは市内

の事業所で設置・使用する設備・機器に限られます。市外の事業所で設置・使用する設備・機器は

対象となりません。 

Ｑ4 令和８年７月１日以降に創業・開業した事業者は申請できますか。（要綱第３条第２項関係） 

Ａ 申請できません。令和８年７月１日以降に創業又は開業した中小・小規模事業者は、補助事業

者としない旨を定めています。 

Ｑ5 令和８年６月３０日以前に創業・開業したばかりで、まだ確定申告を行っていない場合はどうす

ればよいですか。（要綱第３条第２項、第９条第２項関係） 

Ａ 令和８年６月３０日以前に創業又は開業していれば申請できます。エントリー申請の時点で直

近の確定申告の期限が到来しておらず、確定申告書・決算書の写しや確定申告を行ったことが確認

できる書類を提出できない場合は、代わりに次の書類を提出してください。個人事業主の場合は開

業届の写し、法人の場合は法人設立届出書の写し（ｅ－Ｔａｘにより提出した場合は、受信通知を

併せて提出）です。これらの書類により、開業日又は法人設立日が令和８年６月３０日以前である

ことを確認します。 

Ｑ6 個人事業主の場合、代表者の住民登録が市外でも申請できますか。（要綱第３条関係） 

Ａ 個人事業主の場合、代表者の住民登録が赤磐市外であっても、事業所（店舗等）が市内にあ

り、要件を満たしていれば対象となります。 

Ｑ7 別表１の中小企業者の要件（資本金の額等と従業員数）は、両方満たす必要がありますか。（要

綱第２条別表１関係） 

Ａ 業種分類ごとに定める「資本金の額又は出資の総額」及び「常時使用する従業員の数」につい

ては、いずれか一方に該当すれば中小・小規模事業者となります。個人事業主についても同様の要

件で分類します。 

Ｑ8 「みなし大企業」は対象になりますか。（要綱第２条、第３条関係） 

Ａ 対象になりません。①発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が

所有している企業、②同３分の２以上を大企業が所有している企業、③大企業の役員又は職員を兼

ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている企業、のいずれかに該当するものが「みなし大

企業」です。なお、自治体等の公的機関も大企業とみなします。 

Ｑ9 フリーランスも対象になりますか。（要綱第３条関係） 

Ａ 市内に事業所を有し、税務署に開業届を提出している商工業者としての個人事業主であれば対

象となり得ます。自宅兼事務所の場合は自宅兼事務所に関するＱ（後述）を参照してください。 

Ｑ10 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）や任意団体は対象になりますか。（要綱第２条別表１関係） 

Ａ 特定非営利活動法人は、①法人税法上の収益事業（法人税法施行令第５条に規定される３４事

業）を行っており、かつ②認定特定非営利活動法人でない場合に限り、対象となり得ます。任意団

体、協同組合等の組合、公共法人、宗教上の組織又は団体、政治団体は対象外です。 



Ｑ11 風俗営業を行う事業者は対象になりますか。（要綱第２条別表１、第３条関係） 

Ａ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営

業、及び同条第１３項に規定する接客業務受託営業を行う事業者は対象外です。これらに該当しな

い事業者は、要件を満たしていれば対象となり得ます。 

Ｑ12 農業を営む事業者は対象になりますか。（要綱第２条別表１、第３条関係） 

Ａ 農業を営む会社法人であれば補助対象となり得ます。個人農林漁業者及び農事組合法人は対象

外です。 

Ｑ13 宗教上の組織・団体は、収益事業を行っていても対象外ですか。（要綱第２条別表１、第３条関係） 

Ａ 宗教上の組織又は団体は、収益事業の有無にかかわらず対象となりません。 

Ｑ14 商工会の会員でなくても対象になりますか。 

Ａ 対象となります。商工会・商工会議所の会員・非会員は問いません。 

Ｑ15 自宅兼事務所内の設備・機器は対象になりますか。（要綱第４条第２項第１号関係） 

Ａ 要綱第４条第２項第１号により、自宅兼事務所等に設置する設備・機器は対象外です。ただ

し、①事業部分と居住部分の入口が別々に設けられている、②１階と２階など階により事業部分と

居住部分が明確に分離されている、③同一フロア内にある場合は壁等により事業部分と居住部分が

物理的に完全に分離されている（パーテーションなど簡易な間仕切りによる区分は不可）、のいず

れかに該当し、建物の外観・内観写真等により事業部分と居住部分が客観的に区別されていると判

断できる場合は、要綱にいう「自宅兼事務所等」には該当しないものとして対象となり得ます。こ

の場合、対象設備・機器は事業部分のみで使用されるものに限ります。 

Ｑ16 「ＬＥＤ照明設備の場合は一式」とありますが、その定義は何ですか。（要綱第４条関係） 

Ａ ＬＥＤ照明設備は、設置場所の広さ等により複数を以って機能を発揮するものであることか

ら、「１台当たり」ではなく「一式」と定義しています。電球の交換のみやバイパス工事のみは対

象外で、電球＋照明機器本体＋設置工事費の合計が、法人税抜２２．５万円（個人事業主税抜１５

万円）以上であれば対象となります。「一式」の範囲は同一物件までとし、複数店舗をまとめて

「一式」とすることはできません。 

 ４．補助対象経費について 

Ｑ1 補助対象経費はどのようなものですか。（要綱第６条関係） 

Ａ 補助対象経費は、設備・機器の購入費、運搬費及び設置工事費のうち、市長が必要かつ適当と

認めるものです。補助対象設備・機器の設置に伴う配線・配管や、稼働に最低限必要な付属品は対

象となり得ます。 

Ｑ2 補助対象外となる経費にはどのようなものがありますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 主なものとして、交付決定前に契約・発注・購入した経費（事前着手届に基づくものを除

く）、申請者が所有していない設備・機器の更新費、エネルギー経費を負担していない設備・機器

の更新費、関連会社・親族（２親等以内）から購入した経費、国・県・市等の補助金と重複する経

費、中古品や著しく高価なもの、汎用性の高い物品（パソコン・プリンタ等）、再生可能エネルギ

ー設備、自社製造の設備・機器、設置場所の整備・基礎工事費、既存設備の撤去・廃棄費、リー

ス・レンタル費、自動車等車両（特殊車両を除く）、消費税・地方消費税、振込手数料等がありま



す。詳細は別表２をご確認ください。 

Ｑ3 既に発注・契約・購入している設備・機器は対象になりますか。（要綱第５条、第６条別表２関係） 

Ａ 原則として対象となりません。必ず交付決定後に発注・契約・納入・支払いを行ってくださ

い。ただし、事前着手届を提出し、エントリー申請の受付開始日（令和８年８月１７日）以後に着

手した場合を除きます（審査の結果、補助対象経費とならないことがあります）。 

Ｑ4 市外の事業所で設置・使用している設備・機器を更新する場合は対象になりますか。 

Ａ 対象となりません。市内の事業所（工場・店舗・事務所等）で設置・使用している設備・機器

を更新する場合のみ対象となります。 

Ｑ5 更新前後で設備・機器の能力や台数を変更しても対象になりますか。（要綱第４条関係） 

Ａ 更新前後で能力を強化・低減したり、台数を増減させた場合でも、更新前後のエネルギー使用

量の合計で比較して省エネルギー効果が５％以上見込め、設備・機器比較証明書の提出が可能であ

れば、対象となり得ます。なお、既存の設備・機器を廃棄・撤去せず、新たに設備・機器を追加す

るだけの「増設」や、これまで設置していなかった設備・機器を新たに設ける「新設」は、「更

新」に当たらないため対象外です。省エネルギー効果の判定単位について補足すると、要綱第４条

第１項第２号の「１台ごと」の省エネルギー効果は、比較証明書ごと（更新する設備・機器のまと

まりごと）に確認するものとして運用します。更新前後で台数が異なる場合や、同一の種類で複数

の機種を更新する場合も、更新前後のエネルギー使用量の合計で比較して５％以上を判定し、１枚

の比較証明書にまとめて差し支えありません。ただし、用途の異なる設備・機器については、それ

ぞれ比較証明書が必要です（比較証明書に関するＱ17 を参照してください）。また、本体価格の下

限（法人税抜２２．５万円、個人事業主税抜１５万円）は、これとは別に、設備・機器１台（ＬＥ

Ｄ照明設備の場合は一式）ごとに満たす必要があります（要綱第４条第１項第３号）。 

Ｑ6 リースや割賦販売、レンタルの設備・機器は対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 対象となりません。リース・レンタルする場合の費用や、申請者が所有していない設備・機器

の更新は対象外です。 

Ｑ7 中古の設備・機器は対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 対象となりません。中古品や、一般価格・市場相場と比べて著しく高価なものは補助対象外で

す。 

Ｑ8 消費税や振込手数料は補助対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ いずれも対象となりません。補助金は税抜の補助対象経費に３分の２を乗じて算定します。公

租公課（消費税及び地方消費税）や支払に係る手数料等（振込手数料、代引手数料、ネット決済手

数料等）は補助対象外です。 

Ｑ9 太陽光発電設備など再生可能エネルギーを活用した設備・機器は対象になりますか。（要綱第６条

別表２関係） 

Ａ 対象となりません。太陽光発電設備等、再生可能エネルギーを活用した設備・機器は補助対象

外です。 

Ｑ10 自社で製造した設備・機器は対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 対象となりません。 



Ｑ11 建物や構築物と構造上一体となっている設備・機器は対象になりますか。（要綱第６条別表２関

係） 

Ａ 対象となりません。建物・構築物の購入等に要する経費は補助対象外です。 

Ｑ12 パソコンやプリンタなど汎用性の高い物品は対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 対象となりません。他の業務にも使用できる汎用性の高い設備・機器（事務用のパソコン、プ

リンタ、タブレット等）は補助対象外です。 

Ｑ13 自動車等の車両は対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 対象となりません。ただし、道路運送車両法施行規則第２条の大型特殊自動車及び小型特殊自

動車（重機・フォークリフト等）は対象となり得ます。 

Ｑ14 関連会社や親族から購入した設備・機器は対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 対象となりません。資本関係のある会社、役員を兼任している会社、代表者の親族（２親等以

内）が代表者・役員として属する会社等、及び代表者の親族（２親等以内）から購入等した経費は

補助対象外です。 

Ｑ15 支払いはどのように行えばよいですか。（要綱第６条別表２、第１４条関係） 

Ａ 支払いは銀行振込（ネットバンキングを含む）のみです。現金払、クレジットカード払、小切

手・手形払、ポイント払、電子マネー払等は認められません。 

Ｑ16 既存設備の撤去費や廃棄費は対象になりますか。（要綱第６条別表２関係） 

Ａ 対象となりません。既存設備・機器の撤去費用、廃棄費用（処分費用、フロン回収費用）、リ

サイクル料金、及び設置場所の整備工事・基礎工事に要する経費は補助対象外です。 

Ｑ17 ＬＥＤ照明について、電球の交換やバイパス工事のみでも対象になりますか。（要綱第４条関係） 

Ａ 対象となりません。電球＋照明機器本体＋設置工事費の合計が、法人税抜２２．５万円（個人

事業主税抜１５万円）以上である必要があります。 

 ５．変更承認・実績報告について 

Ｑ1 既存の設備・機器は必ず廃棄しなければなりませんか。（要綱第１４条関係） 

Ａ 本補助金は市内事業者の省エネ化を支援することを目的としています。既存設備・機器が新た

に設置する設備・機器と同時に稼働している場合はエネルギーコストの削減が見込めないため、更

新にあたっては既存設備・機器の廃棄等を行っていただきます。実績報告時に「既存設備・機器の

廃棄等証明書」を提出してください。 

Ｑ2 交付決定後に、更新する設備・機器を変更してもよいですか。（要綱第１２条関係） 

Ａ 原則として交付決定後の変更は認められません。やむを得ない事情がある場合は事前にご相談

ください。なお、補助金額の増額に当たる変更、使用用途の異なる設備・機器への変更、更新（入

替）前の設備・機器の変更は認められません。 

Ｑ3 交付決定後に補助対象経費が増減した場合はどうすればよいですか。（要綱第１２条関係） 

Ａ 補助対象経費の合計額が交付決定時と比べて２０％を超えて増減する場合は、補助事業計画変

更・中止（廃止）申請を行い、承認を受ける必要があります（２０％以内の増減は申請不要で

す）。なお、補助金額の増額は認められません。 



Ｑ4 事業に遅れが生じた場合はどうなりますか。（要綱第５条、第１４条関係） 

Ａ 事業者の責めに帰さない事由であっても、事業実施期間内（交付決定後～令和９年１月２９

日）に納品・支払まで完了できない場合は、補助対象となりません。十分にご注意ください。（実

績報告の期限についてはＱ5 をご覧ください。） 

Ｑ5 実績報告はいつまでに行えばよいですか。（要綱第１４条関係） 

Ａ 補助事業が完了した日から起算して１０日を経過した日、又は令和９年２月８日のいずれか早

い日までに、Ｊグランツにより実績報告及び交付請求を行ってください。 

Ｑ6 実績報告時には、どのような書類を提出すればよいですか。（要綱第１４条関係） 

Ａ ①補助対象経費計算シート（実際に支払った金額を入力したもの）、②既存設備・機器の廃棄

等証明書、③補助対象設備・機器の設置状況が確認できる写真、④経理書類（発注書（契約書・注

文書等）、納品書、請求書、銀行振込を証する書類の写し（振込金受取書、振込明細書、通帳（表

紙と該当記帳箇所）等））、⑤本補助金の振込先口座の写し（表紙と通帳を開いた１・２ページ目

の両方）を提出してください。 

Ｑ7 「既存設備・機器の廃棄等証明書」は誰に証明してもらうのですか。 

Ａ 廃棄等を行った廃棄物処理業者等や、設備・機器の引渡し先の設備業者等に証明してもらって

ください。 

Ｑ8 現地調査はどのように行われますか。（要綱第１３条、第１５条関係） 

Ａ 実績報告書類の審査を補完すること等を目的として、補助対象設備等の設置・使用状況の確認

や書類の原本確認等を、必要に応じて実施します。交付決定前や事業実施期間中にも、必要に応じ

て実施することがあります。 

Ｑ9 補助金の交付を受けた設備・機器を処分する際に制限はありますか。（要綱第１９条関係） 

Ａ 単価５０万円（税抜）以上の取得財産等について、補助事業が完了した日の属する会計年度の

終了後５年を経過する日以前に、補助金の交付の目的に反して使用・譲渡・交換・貸付け・担保に

供しようとするときは、あらかじめ取得財産の処分申請書（様式第８号）を提出し、承認を受ける

必要があります。処分により収入があった場合は、補助金の全部又は一部に相当する額の納付を求

めることがあります。 

Ｑ10 実績報告時の請求書が「工事一式」等でまとめて記載されており、本体価格・設置工事費・運

搬費が分かれていない場合はどうすればよいですか。 

Ａ 設備・機器の本体価格、設置工事費及び運搬費は、それぞれ税抜金額で区分して補助対象経費

計算シートに入力していただく必要があります。請求書が「一式」でまとめて記載されている場合

は、施工業者に依頼し、本体価格・設置工事費・運搬費が区分された請求書又は内訳書を発行して

もらってください。特に、ＬＥＤ照明設備については本体単価に設置工事費を加えた金額が下限額

（法人税抜２２．５万円・個人事業主税抜１５万円）以上かどうかを判定するため、区分が不明確

なまま計上すると判定を誤るおそれがあります。 


